




項　　目　　名 ページ

　ＴＰＰ交渉に向けた対応について １

　環境分野における国益の確保について（環境基準・漁業補助制度） ３

　担い手の経営安定に直結する農地集積対策について ５

　農業・農村を維持強化するための ７

　新たな「日本型直接支払制度」の創設について

　「ジャパンブランド」の農林水産物の輸出拡大について ９

　生産力・販売力強化による「攻めの農畜水産業」の展開について 11

　地産地消の推進について 13

　「攻めの農業」を支える基盤整備の推進について 15

　成長産業へと飛躍させる「林業復活」の実現について 17



國見
テキスト ボックス
-1-



國見
テキスト ボックス
-2-



環境分野における国益の確保について
                          （環境基準・漁業補助制度）

　　　　所管省庁（環境省地球環境局・自然環境局，　　　　　　  　
　　　　　　　  経済産業省資源エネルギー庁，農林水産省水産庁）

【現状と課題】

　■　貿易・投資を促進するための環境基準の引き下げは，自然や環境を破壊する

　　おそれがある。

　■　国際的な人や物の流れの高まりに伴い，外来種侵入や遺伝子組み換え種子

　　持ち込みによる生態系への影響が懸念される。

　■　国際競争力のある環境関連産業を創出拡大していくための対策が急務である。

　■　米国など一部の国が提案した「漁業補助金の原則禁止」について,漁業関係者

　　等の間では,東日本大震災で被災した地域の漁業復興への支障をはじめ,我が国の

　　漁業や漁村の維持発展の妨げとなることに対する不安が広がっている。
　　

　　 環境基準緩和による自然破壊

　　 外来種や遺伝子組み換え生物
　　 による在来種の駆逐

　　 環境製品・環境技術の
　　 グローバルスタンダード喪失

　　 漁業補助金禁止は，

　　 漁業存続に大きな影響

【政権与党の政策方針】
《自由民主党 J-ファイル2013》（P41,No163）

◇　守るべきものは守り勝ち取るべきものを勝ち取り，国益を最大化

県担当課名　　環境首都課，水産課，新産業戦略課

関係法令等　　環境基本法，地球温暖化対策の推進に関する法律，生物多様性基本法，

　　　　　　　エネルギー使用の合理化に関する法律，漁業法，水産資源保護法，

　　　　　　　漁港漁場整備法，海岸法，漁業災害補償法，漁業近代化資金融通法，

　　　　　　　沿岸漁場整備開発法，沿岸漁業改善資金助成法，水産基本法，

　　　　　　　東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律

　・  守るべきものは守り攻めるべきものは攻め，国益にかなう最善の道を追求

《公明党 当面する重要政治課題》（P3）
◇　積極的な情報開示を行い，国民的議論を経てコンセンサスをつくること

◇　自由貿易への取組み　

直面する課題

生物多様性条約（カルタヘナ議定書）
　　　　　　　　　　　　（平成12年１月）
 ・遺伝子組換え生物等の輸出入に際して
    は事前の通告による同意が必要
 ・遺伝子組換え生物等による生物多様性
   に対するリスクを規制・管理・制御する
   制度

農産物に含まれる
　　バーチャルウォーター量 （環境省）

　　　・米　　　　　 １合　　　　　 ５５５ ﾘｯﾄﾙ
　　　　 ・大豆　 　　 １カップ　　　 ３７５ ﾘｯﾄﾙ
　　　　 ・れんこん　 １節　　　　　 １００ ﾘｯﾄﾙ
　　　　 ・牛肉　　　　　　　　　　２０６００ ﾘｯﾄﾙ

TPP交渉による
議論の方向性が
不透明

「環境への影響」が懸念
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